
給与改定等の状況

ボーナス
年間支給割合

昨年8月から
本年7月まで

人事委員会では，職員と民間の４月分の給与(月例給)を調査した上で，精密に比較し，職員の給与水準を民間の給与水準
に均衡させることを基本とし，人事院勧告の内容や他の都道府県の動向等を踏まえて勧告を行っています。

また，ボーナスについても，民間のボーナスの過去１年間(昨年８月から本年７月まで)の支給実績を精確に把握し，民間
の年間支給割合に職員のボーナスの年間支給月数を合わせることを基本に勧告を行っています。
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母集団事業所
県内1,185事業所のうち，253事業所を調査
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情勢適応の原則，

均衡の原則に則り，

給料表の改定，

諸手当の見直し

① 給与勧告の手順
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事業所別調査

職員と民間の給与・ボーナスを比較
【給与】（ラスパイレス方式） 【ボーナス】
役職段階，学歴，年齢を 職員の年間支給月数と
同じくする者同士の給与を比較 民間の年間支給割合を比較

個人別調査

ボーナス
年間支給月数

参考資料



月例給の民間給与との比較においては，個々の県職員(行政職)に民間の給与額を支給したとすれば，これに要する民間給与総額(Ａ)が，

職員給与総額(Ｂ)に比べてどの程度の差があるかを算出しています。

平均給与×県職員数

26・27歳

24・25歳（役職段階） （学 歴） （年齢階層） （職員給与総額(Ｂ)） （民間給与総額(Ａ)）

１級（主事）

２級（主事）

３級（主任等）

４級（係長）

５級（課長補佐）

６級（課長補佐等）

７級（課長）

８級（次長）

９級（部長等）

大 卒

短 大 卒

高 卒
行
政
職

22・23歳

20・21歳

18・19歳

平均給与×県職員数

平均給与×県職員数

平均給与×県職員数

平均給与×県職員数

※役職段階に応じて，「１級(主事)」
と同様，学歴別，年齢階層別に民間
給与総額及び職員給与総額を算定

② 民間給与との比較方法（ラスパイレス比較）

本年の較差 101円（0.03％）（算定方法）（a）－（b）

（注）民間の平均給与(Ａ)…令和２年職種別民間給与実態調査の結果を基に算出
職員の平均給与(Ｂ)…令和２年職員給与実態調査の結果を基に算出
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②各分類ごとの
職員平均給与
×県の職員数

①役職段階・学歴・年齢階層別に分類

③各分類ごとの
民間平均給与
×県の職員数

平均給与×県職員数

職員給与（b）
１人当たりの平均給与額

職員給与総額
÷ 県の職員総数
＝ 382,089円

民間給与（a）
１人当たりの平均給与額

民間給与総額
÷ 県の職員総数
＝ 382,190円



③ 給与勧告の対象職員

令和2年4月1日現在の給与勧告の対象職員は，30,964人(平均年齢42.1歳)（注１）です。
このうち，行政職は，6,084人(平均年齢42.6歳) で，給与勧告の対象職員の19.7％と
なっています。
注１） 令和２年職員給与実態調査の対象職員(休職中，育児休業中の職員や再任用職員，非常勤及び臨時の職員等を除く。)の人数等で
ある。企業職員，病院事業職員及び技能労務職員は，職員給与実態調査及び給与勧告ともに対象外のため，この数字に含まれてい
ない。）
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月例給 ボーナス

勧告率 年間支給月数 対前年比増減

平成22年 ▲ 0.23％ 3.95月 ▲ 0.20月

平成23年 ▲ 0.25％ 3.95月 －

平成24年 － 3.95月 －

平成25年 － 3.95月 －

平成26年 0.24% 4.10月 ＋ 0.15月

平成27年 0.40% 4.20月 ＋ 0.10月

平成28年 0.23% 4.30月 ＋ 0.10月

平成29年 0.13% 4.40月 ＋ 0.10月

平成30年 0.16% 4.45月 ＋ 0.05月

令和元年 0.10% 4.50月 ＋ 0.05月

令和２年 － 4.45月 ▲ 0.05月

④ 月例給・ボーナス支給の推移


